岐阜市地域力創生事業実施要綱
平成20年4月30日決裁
改正　平成21年3月31日決裁

改正　平成22年3月31日決裁

改正　平成25年3月31日決裁

改正　平成31年3月29日決裁

改正　平成31年4月26日決裁
改正　令和 3年3月12日決裁
改正　令和 5年3月27日決裁
改正　令和 6年3月12日決裁
改正　令和 7年3月27日決裁
（趣旨）
第1条　この要綱は、岐阜市住民自治基本条例（平成19年岐阜市条例第11号）第7条第7項に規定するまちづくり協議会の認定（以下「認定」という。）及び同条例第15条第3項の規定に基づく支援に関し、岐阜市補助金等交付規則（平成10年岐阜市規則第55号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（認定の申請）

第2条　市長の認定を受けようとするまちづくり協議会は、まちづくり協議会認定申請書（様式第1号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(1)　規約
(2)　役員名簿
(3)　議事録の写し
（認定）
第3条　市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係るまちづくり協議会が次に掲げる要件の全てを満たすと認めるものについて、認定をするものとする。

(1)　自治会連合会を単位として、自治会連合会、各種団体、住民有志等で構成された唯一の組織であること。
(2)　役員が15人以上で構成されていること。
(3)　地域の合意形成を図りながら、幅広い住民が参画した地域のまちづくりを推進することが目的とされていること。
（認定の通知）
第4条　市長は、認定をしたときは、まちづくり協議会認定通知書（様式第2号）により、その旨を通知するものとする。

（変更の届出）

第5条　認定を受けたまちづくり協議会（以下「まちづくり協議会」という。）は、第2条の規定による申請に係る事項に変更があったときは、まちづくり協議会変更等届出書（様式第3号）により、速やかにその旨を市長に届け出るものとする。
（解散）

第6条　まちづくり協議会は、次に掲げる場合は、解散したものとみなす。

(1)　まちづくり協議会変更等届出書（様式第3号）により、解散した旨を市長に届け出た場合
(2)　連続する3年間において活動の実績が確認できなかった場合

（分権型協働コンパクトの締結）
第7条　まちづくり協議会と岐阜市は、互いの役割を定めた分権型協働コンパクト（様式第4号。以下「協約」という。）を締結するものとする。
2　協約は、見直し等により変更を生じたときは、あらためて締結するものとする。

（地域まちづくりビジョンの策定）
第8条　まちづくり協議会は、地域の将来像を描き、その実現のために実施すべき事業をとりまとめた地域まちづくりビジョン（以下「地域まちづくりビジョン」という。）を策定しようとするときは、あらかじめ市長と協議をして進めるものとし、策定が完了したときは、速やかに報告するものとする。地域まちづくりビジョンを変更する場合も同様とする。
（補助金の交付申請）
第9条　補助金の交付を申請しようとするまちづくり協議会は、地域力創生事業補助金交付申請書（様式第5号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出するものとする。
　(1)　事業計画書
　(2)　収支予算書
　(3)　地域まちづくりビジョン（策定している場合に限る。）
（決定の通知）
第10条　補助金の交付決定通知書は、地域力創生事業補助金交付決定通知書（様式第6号）によるものとする。
（補助対象経費）
第11条　補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、まちづくり協議会が開催する総会その他市長が認める会合、まちづくり協議会の情報発信、協約及び事業計画書によって定められた事業及びまちづくり協議会の運営に要する経費であって、次に掲げるものとする。
(1)　報償費
(2)　旅費
(3)　需用費
(4)　役務費
(5)　委託料
(6)　使用料及び賃借料
(7)　備品購入費
(8)　負担金
(9)　公課費
(10)　前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めたもの
2　補助金は、単なる飲食を目的とした経費に使ってはならない。
（補助金の額）
第12条　補助金の額は、当該年度の予算の範囲内で、補助対象経費の3分の2以内の額とする。ただし、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を限度とする。

(1)　まちづくり協議会を設立した年度　10万円

(2)　まちづくり協議会を設立した翌年度以降　30万円

2　前項の規定にかかわらず、まちづくり協議会を設立した翌年度以降において、地域まちづくりビジョンを策定したときは、その策定の日の属する年度の翌年度以降の補助金の額を補助対象経費の5分の4以内の額とし、50万円を限度とする。
3　補助金の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。
（補助金の交付）

第13条　補助金は、前金払により交付するものとする。

（実績報告）
第14条　実績報告は、地域力創生事業補助金事業実績報告書（様式第7号。以下「実績報告書」という。）によるものとする。
2　実績報告書には、事業実績書及び収支決算書を添付するものとする。
3　実績報告書は、補助事業完了日以後、速やかに提出しなければならない。
（額の通知）

第15条　規則第16条の規定による補助金の額の通知は、地域力創生事業補助金確定通知書（様式第8号）によるものとする。
（補助金の交付手続の特例）
第16条　補助金の交付に係る手続については、規則第18条第2項の規定は、適用しない。
（電子情報処理組織による申請等）
第17条　第2条の規定による申請並びに第5条及び第6条第1号の規定による届出については、岐阜市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例（令和4年岐阜市条例第42号）第3条第1項から第3項までの規定を準用する。
（その他）
第18条　この要綱に定めるもののほか、岐阜市地域力創生事業の実施に関し必要な事項は、別に定める。
　　　附　則
（施行期日）
1　この要綱は、平成20年4月1日から施行する。
（経過措置）
2　この要綱の施行の前に岐阜市地域力創生モデル事業補助金交付要綱第2条の規定により交付対象団体とされた協議会及び岐阜市まちのちからステップアップ事業補助金交付要綱第3条の規定により補助対象団体とされた協議会は、岐阜市地域力創生事業補助金交付要綱第2条及び3条の規定にかかわらず、補助交付対象協議会とみなす。
（岐阜市地域力創生モデル事業補助金交付要綱及び岐阜市まちのちからステップアップ事業補助金交付要綱の廃止）
3　岐阜市地域力創生モデル事業補助金交付要綱（平成16年5月11日決裁）及び岐阜市まちのちからステップアップ事業補助金交付要綱（平成19年5月2日決裁）は、廃止する。
附　則
この要綱は、平成21年4月1日から施行する。

附　則

この要綱は、平成22年4月1日から施行する。

附　則

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。

附　則

この要綱は、平成31年4月1日から施行する。

附　則
この要綱は、平成31年4月26日から施行する。
附　則

この要綱は、令和3年4月1日から施行する。
附　則
この要綱は、令和5年4月1日から施行する。
附　則
この要綱は、令和6年3月12日から施行する。
附　則
この要綱は、令和7年4月1日から施行する。

様式第1号（第2条関係）

　　年　　月　　日

　（あて先）岐　阜　市　長　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　
まちづくり協議会認定申請書

　　岐阜市地域力創生事業実施要綱第2条の規定により、次のとおり申請します。

	地域の名称
	地域

	団体の名称
	

	設立年月日
	年　　月　　日

	代表者
	　住　　所　〒

　氏　　名

　電話番号




　

添付書類　　　(1)　規約

　　　　　　　　(2)　役員名簿

　　　　　　　　(3)　議事録の写し

様式第2号（第4条関係）
指令　　第　　　　号

年　　月　　日

　（申請者）

　　　　　　　　　　　　様

岐阜市長　　　　　　　　印　　

まちづくり協議会認定通知書

　　　　　年　　月　　日付けで申請がありましたまちづくり協議会の設立については、
次のとおり認定したので、岐阜市地域力創生事業実施要綱第4条の規定により通知します。

	地域の名称
	地域

	団体の名称
	

	設立年月日
	年　　月　　日

	代表者
	　

　住　　所　〒

　氏　　名

　電話番号



	認定年月日
	年　　月　　日


様式第3号（第5条、第6条関係）
　　年　　月　　日
　（あて先）岐　阜　市　長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　
まちづくり協議会変更等届出書
　　下記事項について変更がありましたので、岐阜市地域力創生事業実施要綱第5条又は第6条の規定により、事項の変更があった旨を証する書類を添えて届け出します。
記

1　変更があった事項及びその内容

2　変更年月日

3　変更理由

様式第4号（第7条関係）
分権型協働コンパクト
　岐阜市地域力創生事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）第７条に基づき、まちづくり協議会（以下「協議会」という。）と岐阜市（以下「市」という。）は、協働のまちづくりを推進するにあたり、互いの役割を定める分権型協働コンパクト（以下「協約」という。）を、次のとおり締結します。

　協約の目的　
　この協約は、協議会と市との役割分担の原則や相互調整などについて定める。

　役割分担　

１　協議会の役割

　(1) 協議会は、市民主体の組織として、協議会地域における自主的な課題解決や魅力づくりを進める。

　(2) 協議会は、その目的を達成するために、既存の団体等との情報や意見の交換、相互調整などを行うとともに、情報紙の発行など情報発信を行い、幅広く地域の情報の共有化に努める。

　(3) 協議会は、住民有志による活動に対する相談などにあたり、これを支援する。

　(4) 協議会は、培ってきた地域の特性、資源を生かした夢づくりとして次の事業を推進する。 

【まちづくりを進めるために必要な取り組み・各地域必須項目】

【地域の特性に応じた取り組みや地域の創意工夫による取り組み】
　(5) 協議会は、地域の課題を抽出し、協議会の今後のあり方を検討する。

２　市の役割

(1) 市は、協議会での検討に必要な情報を提供する。

　(2) 市は、協議会での具体的な検討に関し、必要に応じて行政内部の関係部門を明確に示し、総合行政の推進に努める。

　(3) 市は、協議会での具体的な検討に関し、情報提供や担当部局との調整、専門的な立場からの講師の紹介・派遣及び各種調査活動の支援などを行う。

　(4) 市は、協議会への支援のあり方について課題を抽出し、方向性を見出す。

３　協議会と市双方の役割

協議会と市双方は、地域が担う事業の抽出にあたる。

　相互の連絡調整について　

　協議会と市とは、お互いの情報を共有するため、連絡調整を密にし、必要に応じて「連絡調整会議」を開催する。

　その他　

　・協議会と市とは、この協約に定めるもののほか両者が協約を遂行する上で必要があると認めるものについては、合意をもって協約書に加え、または協約の内容を見直すことができるものとする。

　・地域まちづくりビジョンを策定している場合は、この協約書に添付するものとする。

　

　　　　年　　月　　日

住　所

団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
岐阜市

市　長　　
様式第5号（第9条関係）
　　　　　年　　月　　日
　（あて先）岐　阜　市　長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　
地域力創生事業補助金交付申請書
岐阜市地域力創生事業実施要綱第9条の規定により、次のとおり関係書類を添えて
申請します。
	　補助事業の名称

	地域力創生事業 (　　　地域)

	　交付申請額

	金　　　　　　　　　　　円

	　添付書類
	1　事業計画書

2　収支予算書
3　地域まちづくりビジョン（策定している場合）



※上記添付書類は　　　　年　　月　　日開催の総会により承認されたものです。

様式第6号（第10条関係）
指令　　第　　　　号
年　　月　　日
　（申請者）
　　　　　　　　　　　　様
岐阜市長　　　　　　　　　　
地域力創生事業補助金交付決定通知書
　　　　年　　月　　日付けで申請がありました補助金の交付については、次のとおり
　決定したので、岐阜市地域力創生事業実施要綱第10条の規定により通知します。
	　補助事業の名称

	地域力創生事業 (　　　地域)

	　交付決定金額

	金　　　　　　　　　　　円

	　交付の条件

	1　補助事業の実施にあたっては、岐阜市補助金等交付規則
に定めるところにより行わなければなりません。
2　補助事業の執行方法が不適切な場合には、補助金の交付
決定の取消し、返還を命ずることがあります。

3　補助金に係る経費の収支の状況を明らかにした書類、帳
簿等を常に整備しておくとともに、補助事業が完了した年
度の翌年度以後5年間保存しなければなりません。

	　備考
	　監査委員等が必要と認めたときは、地方自治法等の規定により監査、調査等を行うことがあります。


様式第7号（第14条関係）
　　年　　月　　日
　（あて先）岐　阜　市　長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　
地域力創生事業補助金事業実績報告書
　　岐阜市地域力創生事業実施要綱第14条の規定により、次のとおり関係書類を添えて
報告します。
	指令年月日
	年　　月　　日
	指令番号
	　指令　　　　第　　　　号

	補助事業の名称

	地域力創生事業 (　　　地域)

	補助事業の
完了年月日

	年　　月　　日

	補助金の交付決定金額
	金　　　　　　　　　　　円

	 補助金の既交付金額
	金　　　　　　　　　　　円

	添付書類

	1　事業実績書

2　収支決算書




様式第8号（第15条関係）

指令　　第　　　　号

年　　月　　日

　（申請者）

　　　　　　　　　　　　様

岐阜市長　　　　　　　　

地域力創生事業補助金確定通知書

　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった補助事業については、次のとおり補助金
　　の額を確定したので、岐阜市地域力創生事業実施要綱第15条の規定により通知します。

	指令年月日

	　　年　　月　　日
	指令番号
	　指令　　　　第　　　　号

	補助事業の名称

	地域力創生事業 (　　　地域)

	補助金の交付決定金額

	金　　　　　　　　　　　円

	補助金の確定金額

	金　　　　　　　　　　　円


① 自治会・各種団体など地域住民のトータル的な参画


② 事務局機能の充実


③ まちづくりの芽の継続的なチェック（発見と解決）


④ 住民参画による地域まちづくりビジョンの策定・共有


⑤ 情報紙の発行やホームページの作成など（情報提供、住民ニーズの把握、まちづくり意識の啓発）


⑥ 子どもの地域活動への参画の場づくり















- 4 -

